
13,470  13,500 

13,074 

13,393 
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15,701 

16,432 
16,759 

17,077 
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17,785 

17,622 

49.3%

50.5%

52.7%

54.1%
54.8%

55.8% 55.6%

56.5%

58.6%

60.2%

62.2%
63.6%

40.0%
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50.0%

55.0%
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医療扶助の状況

○ 医療扶助は⽣活保護費の約５割を占める。その約３分の２（決定点数ベース）が65歳以上の⾼齢者に対する給付であり、被保
護⼈員に占める⾼齢者の割合の増加とともに医療扶助も増加していくおそれ。

医療扶助費
17,622億円
（48.0％）⽣活扶助費

11,883億円
（32.4％）

住宅扶助費
5,977億円
（16.3％）

その他
1,238億円
（3.4％）

（出所）厚⽣労働省「⽣活保護費負担⾦実績報告」（平成28年度）

＜ 医療扶助 年齢階級別の決定点数 ＞

（出所）厚⽣労働省「医療扶助実態調査」（平成28年度）

65歳以上
（63.6％）

＜ ⽣活保護費の内訳 ＞ ＜ 医療扶助費 と 医療扶助決定点数に占める65歳以上の割合の推移 ＞

医療扶助決定点数に占める
65歳以上の割合

（出所）厚⽣労働省 「⽣活保護費負担⾦事業実績報告」、「医療扶助実態調査」

（億円）
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頻回受診対策①

1.2
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医療保険医療費 医療扶助費

○ ⽣活保護制度における医療扶助は全額公費負担であるため、頻回受診が発⽣しやすいとの指摘。⽣活保護受給者には傷病者や
障害者が⽐較的多いという要因はあるものの、国⺠健康保険等と⽐較しても通院回数が多い状況。

○ 過去、「同⼀傷病について同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診している⽉が３か⽉以上継続している者」を把握や指導の対
象としていたが、平成30年６⽉以降は当該対象者の範囲を拡⼤し、「同⼀傷病について同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診
している者」を対象に、頻回受診の解消に向けた取組を実施。

＜ 年齢階級別 １か⽉当たりの医療機関を受診した⼈に係る利⽤⽇数（⼊院外） ＞
（⽇／件）

注 ︓レセプト１枚当たりの医療機関を利⽤した⽇数。
（出所）第63回医療扶助実態調査（平成28年６⽉審査分）特別集計、平成28年度被保護者調査（年次調査）、平成27年度医療保険に関する基礎資料

【平成28年度〜】
○ 改⾰⼯程表を受け、福祉事務所等において頻回受診適正化計画を策定して適正受診指導を推進

【平成29年度】
○ 受診指導の対象者の範囲を順次拡⼤しつつ、外部評価を取り⼊れたＰＤＣＡサイクルを実施する事業を実施
＜対象者の範囲＞
・ 同⼀傷病で、同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診する⼀定の者（初診⽉である場合や短期的・集中的に治療

を⾏った者等を除く）にまで拡⼤
＜対象者拡⼤の段階的実施＞
・ まずは、補助事業上の対象者を拡⼤（将来的には全ての福祉事務所での対象者拡⼤を想定）

【平成30年度】
○ 平成29年度における受診指導の対象者の範囲の拡⼤を完全実施
○ 頻回受診者に対し、福祉事務所による同⾏指導の実施や受診指導を⾏う医師の委嘱促進を⾏うなど、適正受診

指導の強化を実施。また、レセプトデータから頻回受診者等のリストを作成する医療扶助適正化事業を実施。

頻回受診に係るこれまでの取組＜ 医療扶助における頻回受診についての指摘 ＞

○ ⽣活保護における医療費⼀部⾃⼰負担に係る指定都市市⻑会要請（平成27年12⽉25⽇）抄
医療保険加⼊者については保険料の⽀払いや医療機関受診時の窓⼝負担がある⼀⽅、⽣活

保護受給者は⾃⼰負担がないことなど、過剰な受診等に対する抑制効果が働きづらい状況と
なっている.

○ 読売新聞 ⼣刊１⾯記事（平成27年11⽉25⽇）抄
政府は、⽣活保護受給者の過剰受診や医療費の不正請求を防ぐため、各⾃治体の福祉事務

所のケースワーカーが地域の看護師や薬剤師らと共に受給者を訪れる仕組みを来年度から導
⼊する。指導態勢を強化することで、膨張する⽣活保護費の約半分を占める医療扶助の適正
化を図り、価格の安い後発医薬品（ジェネリック）の使⽤率向上などにつなげるのが狙いだ。

受給者は⾃⼰負担なしで診療や投薬を受けられ、費⽤は医療扶助として全額公費で⽀払わ
れる。受給者は昨年１２⽉時点で約２１７万⼈。２０１３年度は⽀給総額３・６兆円のうち、
医療扶助費が１・７兆円に達した。不必要な通院を繰り返したり、薬剤を過剰に処⽅された
りして費⽤がかさんでいる⾯もある。
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頻回受診対策②
○ 医療扶助における地域ごとの通院回数を⾒ると、

・ レセプト１件（１か⽉）の平均通院⽇数は地域によってバラつきが⾒られ、ほとんどの年齢層について他の地域よりも明ら
かに⽇数が多い地域が存在するとともに、

・ そうした地域においては、被保護⼈員に占める頻回受診の受診状況把握対象者の割合も概ね⾼い傾向が⾒られ、また、⽣活
保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通院⽇数に⽐べて多い医療機関が⾒受けられること

から、頻回受診の発⽣状況には地域差があることがうかがわれる。なお、⽣活保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通
院⽇数に⽐べて多い医療機関が標榜している診療科は、特定の診療科に偏る傾向が⾒られる。

○ また、レセプト請求件数の全件または⼤多数が⽣活保護受給者のレセプトである医療機関も⾒受けられる。

（出所）厚⽣労働省「医療扶助実態調査」（平成29年度）
※ 平均通院⽇数とは、レセプト１件（１か⽉）の通院⽇数の平均値

80

＜⽣活保護受給者の請求件数割合
が⾼い医療機関＞

（出所）社会保険診療報酬⽀払基⾦ 「レセプトデータ」（対象診療年⽉︓平成28年7⽉〜9⽉）に基づき財務省において集計

＜⽣活保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通院⽇
数に⽐べて多い医療機関上位200先の所在する都道府県＞

＜ 都道府県別 平均通院⽇数の状況 ＞

＜ 都道府県別「平均通院⽇数」と「被保護者⼈員に占める受診状況把握対象者の割合」 ＞

順位 都道府県 医療機関数

１ ⼤阪府 42
２ 東京都 23
３ 福岡県 15
4 広島県 13
5 京都府 11
5 兵庫県 11
7 ⾹川県 8
7 ⿅児島県 8
9 千葉県 6
9 愛媛県 6

（日）

（日）

※ 約４万の医療機関について、「⽣活保護受給者の通院⽇数」と「⽣活保護受給者以外の通院⽇
数」を⽐較し、前者の⽅が多い医療機関を差が⼤きい順に並べて上位200先を抽出したもの。

※ ⼊院外のレセプトデータ（病院及び診療所）より集計。

件数割合 医療機関数

100％ 25
90〜100％ 127
80〜90％ 190

※ ⼊院外のレセプトデータ（病院及び診療所）より集計。

（ｎ＝200）

「診療科」別に集計

※ 上記の200先を「コード内容別医療機関⼀覧表」（各地⽅厚⽣局）において標榜されている診療科名を基に機械的に集計。
なお、診療科はレセプト電算処理システム⽤診療科コードによるものであり該当のない診療科等は「その他」に含まれている。

※ グラフ中の割合（％）は、各診療科を標榜する医療機関数の全体（200医療機関）に占める割合。

（診療科）

（医療機関数）

（⼀定期間中の通院⽇数）

⽣保受給者 ⽣保受給者以外

この差の⼤きい
医療機関を抽出

○ 抽出イメージ
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頻回受診対策③

43%

47%
46% 46% 45%

30%
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55%

60%

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

○ 頻回受診対策として、電⼦レセプトを活⽤した適正受診指導の取組などが進められてきたが、近年の改善者数割合はおおむね
横ばいで推移しており、⾃治体からは現状の適正受診指導には⼀定の限界がある旨の指摘もある。頻回受診対策について、もう
⼀段の取組が必要と考えられる。

＜頻回受診適正化の対応＞
頻回受診が疑われる者の

把握

主治医訪問・嘱託医協議

改善状況の確認

指導の実施

毎月レセプトを確認し、頻回受診が 疑われる者にかかる台帳を作成

主治医や嘱託医に協議し、頻回受診と認められるか否かを判断

指導の翌月、医療機関へ改善状況を確認改善されていない場合に
は、 引き続き指導を実施

頻回受診と判断された者について、訪問により指導を実施

受診状況把握対象者数（同一疾病で月15日以上の通院が
３ヶ月以上継続している者数）

１３，５４８人

適正受診指導対象者数（A）※

改善者数（適正な受診日数に改善された者数）（B）

改善者数割合（B／A）

３，０２０人

１，３６５人

４５％

※頻回が疑われる者のうち、主治医・自治体の嘱託医への協議を踏まえ、
医学的にも過剰な受診を続けていたと認められる者

（平成27年度）

うち
筋骨格系・結合組織

７，３２２人（54％）

うち
筋骨格系・結合組織

１，９２７人（64％）

うち
筋骨格系・結合組織

９４７人（69％）

うち
筋骨格系・結合組織

４９％

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 更なる頻回受診対策として、頻回受診であるとして適正受診指導を受けてもなお改善の⾒られない者については、例えば、

⼀定の⾃⼰負担（償還払い）を求めるなど、実効性ある対策が必要ではないか。 81

医療機関
① 受診

＜ 頻回受診に係る⾃⼰負担（償還払い）スキーム ＞

② ⾃⼰負担分の⽀払い
③ ⾃⼰負担分の償還⽣活保護

受給者

社会保険診療報酬⽀払基⾦ ④ ⾃⼰負担分を除く
額の⽀払い

都道府県本庁
・

福祉事務所

⑤ 診療報酬の⽀払い

（出所）厚⽣労働省資料

（出所）厚⽣労働省資料

＜改善者数割合の推移＞



就労の促進に向けた取組
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○ 「その他の世帯」の世帯数は近年では減少傾向にあるが、最近の雇⽤環境の⼤幅な改善にもかかわらず、リーマンショック以
前の状況と⽐べ依然として多い。障害・疾病などの事情がない就労可能な⽣活保護受給者は⽣活保護法の趣旨に基づき稼働能⼒
を活⽤することが原則であるが、「その他の世帯」における稼働世帯割合（就労割合）は、雇⽤環境の改善と⽐較すると緩やか
な上昇にとどまる状況。

＜ その他の世帯 ＞
⽣活保護世帯のうち、「⾼齢者世帯」、「⺟⼦世帯」、「障害

者世帯」、「傷病者世帯」のいずれにも該当しない世帯。稼働年
齢層が含まれると考えられる。

（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」各年7⽉末現在（平成23年度以前は「被保護者全国⼀⻫調査」）
総務省「労働⼒調査」

その他の世帯数と完全失業率 （完全失業率）（万世帯数）

就労
10万世帯
37％

⾮就労
17万世帯
63％

完全失業率

その他の世帯数

（年度）（平成）

⼝頭指導 ⽂書による指導指⽰ 弁明機会の付与 保護の停⽌⼜は廃⽌

就労指導
4,607件

注１︓平成27年度に⾏った件数。世帯に対し複数回指導指⽰をする場合が含まれている。
注２︓平成27年度中の結果。当該年度以前に指導指⽰を⾏った結果が含まれている。
出所︓厚⽣労働省資料

是正等
1,908件

停⽌ ／ 廃⽌
189件 ／ 726件（注１）

（注２）

（注２）

保護の停廃⽌処分（全世帯）

27万世帯

（稼働世帯割合） （有効求人倍率）

（年度）
（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」各年7⽉末現在（平成23年度以前は「被保護者全国⼀⻫調査」）、

「⼀般職業紹介状況」

被保護世帯の稼働世帯割合の⾜元の推移
停滞

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 稼働年齢層が含まれるとされる「その他の世帯」を中⼼に、稼働能⼒を有すると考えられるにもかかわらず就労していない者

の状況や就労阻害要因等を統計⾯から分析するとともに、就労可能な者については引き続き就労指導を着実に実施していくべき
ではないか。

○ その上で、現実に稼働能⼒があり本⼈に適切と判断される職場が紹介されているにもかかわらず就労しないなど、正当な理由
がない者に対しては、保護の廃⽌に⾄る前の措置として、保護の停⽌の積極的な活⽤や、保護費の減額といった柔軟な対応を設
けることによって、取組の実効性を⾼めていくべきではないか。 82

（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」

有効求⼈倍率と「その他の世帯」の稼働世帯割合
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級地の見直し

（単位：万円/月）

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

３人世帯
（夫：20～40歳、妻：20～40歳、子：3～5歳）

15.9 15.3 14.7 14.4 13.8 13.4 

高齢者単身世帯
（65歳～74歳）

8.0 7.6 7.2 7.1 6.8 6.6 

市町村数
（平成29年4月1日現在）

1,719 58 49 121 79 557 855

(100.0%) (3.4%) (2.9%) (7.0%) (4.6%) (32.4%) (49.7%)

被保護者世帯数
（平成28年7月31日現在）

1,609,004 647,194 270,673 316,486 66,489 205,603 102,559

(100.0%) (40.2%) (16.8%) (19.7%) (4.1%) (12.8%) (6.4%)

市町村の例
東京23区
横浜市
大阪市

札幌市
千葉市
福岡市

秋田市
静岡市
高知市

長岡市
三島市

佐世保市

弘前市
福知山市
今治市

結城市
篠山市

宇和島市

※ 平成30年10月時点の生活扶助額の例
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昭和５９年
平成２６年

(%)

39％
（平成26年）

48％
（昭和59年）

○ 現在の級地区分は、全国消費実態調査（昭和59年）などを基礎として算出した各市町村の消費⽔準の額をもとに昭和62年度
に区分したものであり、30年が経過。その後、消費者の購買⾏動の変化、「平成の⼤合併」による市町村の広域化、地域ごとの
消費⽔準の変動など、経済社会の状況は⼤きく変化しており、⽣活⽔準の実態と乖離が⽣じているおそれ。

＜ 級地区分別の最低⽣活保障⽔準 ＞

（出所）総務省「全国消費実態調査」（平成26年） （年収⽔準）

（消費⽀出額の⽔準）

＜ 都道府県別 年収⽔準と消費⽀出額の⽔準との相関関係（全国平均＝100）＞
＜ 都道府県別 １⼈当たり消費⽀出額の全国平均との差の年次⽐較 ＞

＜ 都道府県別 消費者物価の全国平均⽐較（家賃を除く総合）＞(%)

（出所）総務省「⼩売物価統計調査（構造編）」（平成29年）

＜ 市町村合併による級地指定区分変更の状況 ＞

（出所）厚⽣労働省「第26回社会保障審議会⽣活保護基準部会資料」

昭和62年度時点の市
町村総数

昭和62年度以降、級地指定区分の変
更が無かった市町村数
（市町村合併が行われなかった市町村
を含む）

昭和62年度以降の市町村合併で級地指定区分が合併前より
上位に変更となった市町村数

計 １区分 ２区分以上

市町村数 3,253 2,432 821 559 262

構成割合 100% 75% 25% 17% 8%

（出所）厚⽣労働省「第26回社会保障審議会⽣活保護基準部会資料」

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 級地制度について抜本的な⾒直しを⾏うとともに、定期的な⾒直しの対象としていくべきではないか。その際、現在、級地別

の⽣活扶助額は、級地ごとの消費⽀出額を基に算出しているが、消費⽀出額は収⼊の増加に応じて増加していく傾向が強く、あ
くまでも最低限度の⽣活の需要を満たす制度であるという趣旨を踏まえれば、例えば、物価の差による調整にとどめることを基
本とすべきではないか。 83

y = 0.7654x + 23.042
R² = 0.8456
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